
農地中間管理事業の進捗状況等について 

   農地中間管理機構 
      （一社）岐阜県農畜産公社 

資料３ 



Ⅰ 機構運営について 

１ 機構の組織体制 

一般社団法人岐阜県農畜産公社は、農地中間管理機構として岐阜県の指定を受けるとともに、機構役員、
事業評価委員等の認可を受けた。（平成２６年３月２０日付け） 

  
公社では、機構指定を受け、新たに「農地部」を新設し業務推進体制を整備。 

   
 
 

理事長 事務局長 
経営部 

・農地中間管理事業を所掌する農地 
 部を設置 
・地域窓口担当を配置し業務を推進 
＜人員＞ 
  県派遣職員         ２名 
  常勤職員（任期付職員）     ２名 
  農地専門員         １名 
  事務補助員         ２名 

 
・機構法第６条に基づ 
 き設置 
・中立・公正な立場で 
 事業の実施状況につ 
 いて評価、意見具申 
＜委員＞ 
  ３名  

事業評価 
委員会 

 
・機構法第７条に基づ 
 き選任 
・機構業務執行の決 
 定等 
 
＜役員＞   
  理事 １０名 
  監事  ２名 

機構役員 
（公社理事） 農地部 

農地中間管理機構（岐阜県農畜産公社）の組織体制 

会 員 ： ５ 団体 
    岐阜県、県酪農農業協同組合連合会、全国農業協同組合連合会、岐阜県信用農業協同組合連合会、 
    岐阜県農業協同組合中央会 

 
・効果的な事業推進を 
 図るため、担い手農家、 
 有識者等からの意見 
 を聴取 
 
＜委員＞ 
  ６名  

農地中間管理事業
推進協議会 

業務部 

青年農業者等育成センター 
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Ⅱ 事業の進捗状況について 

１ 業務推進体制整備に係る取組状況 

（１）市町村、農協等への事業説明及び業務協力要請 
  

   市町村、農協、関係機関を対象とした説明会等を開催するなど、制度の周知及び業務協力を要請した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜市町村・農協等への事業説明及び協力要請＞ 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ※その他、各市町村農業委員会等が開催する研修会等に出席するなどし、制度周知及び業務協力を要請した。（４回、参加者数：１２７名） 

 
 
＜市長会、町村長会への協力要請＞ 
  
 
  
                 

開催日 説明会等名 場所 参加者数 

平成２６年５月１５日 市町村等県下全体説明会 テクノプラザ（各務原市）     ２１４人 

平成２６年５月１９日 農業委員会事務局長会議 ホテルパーク（岐阜市）      ９４人 

平成２６年５月２２日～６月５日 地域別事業推進検討会 県下１５会場    ３５６人 

平成２６年５月２８日 農業委員会常任会議員会議 県福祉・農業会館（岐阜市）      ２５人 

平成２６年８月２６、２７日 市町村等県下全体説明会 みの観光ホテル（関市）、 
 ＪＡ会館（岐阜市） 

     ２２０人 

開催日 説明会等名 場所 参加者数 

平成２６年８月４日 副市長会 多治見市役所（多治見市）    ２３人 

平成２６年９月２４日（予定） 町村長会 ふれあい福寿会館（岐阜市）    ２１人 
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（２）市町村、農協への業務委託の状況等 
  

   ・市町村、農協へ業務協力依頼を実施した結果、全ての市町村、農協で業務協力が得られる見込み。 
   ・これまでに９市町村、１ＪＡで委託契約締結済み（H26.9.1現在）。 
    ※委託契約締結済み市町村・ＪＡ ： 岐阜市、各務原市、瑞穂市、本巣市、北方町、大垣市、白川町、 
                            御嵩町、白川村、ＪＡひがしみの  
   ・その他市町村、農協は、市町村の予算措置や業務分担の調整が整い次第、順次契約締結を行う予定。 

＜委託業務等の内容＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ※委託業務は、市町村が全業務を受託したうえで、農協が業務内容に応じ受託協力されることを基本に依頼。 

業務区分 委託等先 業務内容 

委託業務 窓口業務 市町村 
農協 

・事業周知、相談対応、受け手・出し手募集の申込書の受理 など 

農地の借受け・
貸付調整業務 

・受け手の掘り起こし、出し手の募集、貸付希望農用地に係る事前
調査、契約条件調整、受け手・出し手のマッチング（農用地利用配
分計画素案作成） など 

契約締結業務 ・契約交渉・締結業務 など 

農用地の利用状
況調査業務 

・利用状況報告（受け手）の取りまとめ 

機構法に基
づく協力依
頼業務 

農用地利用配分
計画案の作成 

市町村 ・委託業務（受け手・出し手のマッチング等）の成果等を踏まえた農
用地利用配分計画案の作成 
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（３）農業者等を対象とした説明会等による普及啓発 
  

   ・関係機関と連携した説明会の開催等により受け手となる担い手農家等への普及啓発を実施。 
 

＜担い手農家等を対象とした説明会等＞ 
 
 
 
   
  ※その他、担い手農家等を対象とした地域で開催される研修会等に出席し、制度周知を実施。（３回、参加者数：３０２名） 

 
 
＜就農予定者を対象とした説明会等＞ 
 
 
 
 
 
 
＜農業参入法人、参入希望法人を対象とした説明会等＞ 

開催日 説明会等名 場所 参加者数 

平成２６年６月２６日～７月３１日 受け手募集に係る説明会 県下１７会場    ７３９人 

開催日 説明会等名 場所 参加者数 

平成２６年８月４日 青年就農給付金準備型研修会 ふれあい福寿会館（岐阜市）     ３０人 

開催日 説明会等名 場所 参加者数 

平成２６年７月１７、２２、２４日 企業等の農業参入セミナー 県下３会場      ８４人 
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２ 借受希望者の募集の状況 
（１）第１回借受希望者の募集結果等 
  

  ①募集期間 
    平成２６年７月７日（月）～８月５日（火） 
  ②募集対象地域 
    ３６市町村（２０２区域） 
       ※農地中間管理事業の対象地域は４０市町村（農業振興地域設定のない笠松町、岐南町は対象外） 
        ※今回募集を行わなかった市町村（関ヶ原町、多治見市、土岐市、瑞浪市）は、１２月に募集予定。 

  ③募集結果 
    ア 応募の申込みがあった市町村（区域数）数 
      ・３１市町（１８６地区）で応募があった。 
    イ 借受希望者数、面積 
      ・５００経営体（個人３４３、法人１５７）より借受希望の申込みがあり、借受希望面積は７，６５７ｈａ（耕地 
      面積の１３．８％）となった。 
      ・農外企業関係では、２３法人から借受け希望の申込みがあった。（既に農業生産を行っている農業 
      参入法人が２１法人、新たに参入を希望する法人が２法人） 
      ・地域外への応募（主体となる営農エリアを超えた応募）が２２６件あるなど、広域的な営農エリアでの 
       農地集積を希望する経営体が多くあった。 

応募件
数※ 

（件） 借受希
望者数 

借受希望面
積 
 
   （ｈａ） 
 

地域内 地域外 新規 
参入 

個人 法人 

うち新
規参入 

うち農業
参入法人 

うち新規
参入法人 

９２０ ６７２ ２２６ ２２ ５００ ３４３ １ １５７ ２１ ２ ７，６５６．７ 

＜借受希望者数、借受希望面積等＞ 

※各地区の応募件数の総数（同一借受希望者が複数の地区に応募した場合は各地区１件としてカウント） 

－５－ 



地
域 

市町村名 応募 
件数 

借受希
望者数 

借受希望 
面積 ① 

耕地面積 
② 

応募割合 
①/② (%) 

岐
阜 

岐阜市 ７７ ２６ ５９１．３ ４，０６０ １４．６ 

羽島市 １２ １２ ７９．９ ２，０６０ ３．９ 

各務原市 １０ １０ ２１．９ １，５６０ １．４ 

山県市 １７ ９ ２３８．１ １，１８０ ２０．２ 

瑞穂市 ３ ３ １２２．３ ９９５ １２．３ 

本巣市 ４３ ３３ ５４９．０ １，９４０ ２８．３ 

北方町 ０ ０ ０ １４０ ０ 

１６２ ９３ １，６０２．４ １１，９３５ １３．４ 

西
濃 

大垣市 ６７ ２６ ７２０．２ ３，０３０ ２３．８ 

海津市 １３７ ６５ １，１８４．７ ３，７３０ ３１．８ 

養老町 ５８ ５８ １，７０６．２ ２，６５０ ６４．４ 

垂井町 ０ ０ ０ １，０６０ ０ 

神戸町 １６ １６ ４３２．６ ８５７ ５０．５ 

輪之内町 １０ １０ ２１４．６ １，１４０ １８．８ 

安八町 ７６ ６ ２１３．４ ７９５ ２６．８ 

３６４ １８１ ４，４７１．７ １３，２６２ ３３．７ 

揖
斐 

揖斐川町 ７１ ７１ ３９７．６ １，７６０ ２２．６ 

大野町 ２８ ２４ ４００．０ １，１９０ ３３．６ 

池田町 ２０ ２０ ３３５．８ １，０４０ ３２．３ 

１１９ １１５ １，１３３．３ ３，９９０ ２８．４ 

中
濃 

関市 ３９ ３２ １９７．３ ２，５２０ ７．８ 

美濃市 ３ ３ １０．０ ４７６ ２．１ 

４２ ３５ ２０７．３ ２，９９６ ６．９ 

地
域 

市町村名 応募 
件数 

借受希 
望者数 

借受希望 
面積 ① 

耕地面積 
② 

応募割合 
①/② (%) 

郡
上 

郡上市 １９ １４ ８５．６ ２，９４０ ２．９ 

１９ １４ ８５．６ ２，９４０ ２．９ 

可
茂 

美濃加茂市 ２６ ８ １５６．０ １，３００ １２．０ 

可児市 １７ ５ １５．０ ９２１ １．６ 

坂祝町 ３ ３ ４３．０ ２３０ １８．７ 

富加町 ４ ４ ２７．０ ３６７ ７．４ 

川辺町 ４ ４ ３４．０ ２８０ １２．１ 

七宗町 １ １ ４０．０ ２１２ １８．９ 

八百津町 ０ ０ ０ ５４１ ０ 

白川町 ２ ２ ２３．９ ７５４ ３．２ 

東白川村 ０ ０ ０ ２７９ ０ 

御嵩町 ６ ４ ３３．０ ４７０ ７．０ 

６３ ３１ ３７１．８ ５，３５４ ６．９ 

恵
那 

中津川市 ６４ ２８ ３０１．６ ４，０５０ ７．４ 

恵那市 ２４ ２４ ６９７．１ ３，３６０ ２０．７ 

８８ ５２ ９９８．７ ７，４１０ １３．５ 

飛
騨 

高山市 ３９ ３６ ３３１．１ ４，７３０ ７．０ 

飛騨市 １５ ８ １１１．５ １，４４０ ７．７ 

白川村 ０ ０ ０ １１３ ０ 

５４ ４４ ４４２．６ ６，２８３ ７．０ 

下
呂 

下呂市 ９ ９ １４５．７ １，１９０ １２．２ 

９ ９ １４５．７ １，１９０ １２．２ 

計 ９２０ （延）５７４ 
（実）５００ 

（延）９，４５９．２ 
（実）７，６５６．７ 

５５，３６０ １３．８ 

※１ 複数市町村区域への借受けを希望する応募者がいるため、借受希望者数、借受希望面積は重複あり     
※２  関ヶ原町、多治見市、土岐市、瑞浪市は１２月に募集実施予定。 

    ウ 地域別の応募状況 
     ・平坦地域が主体となる岐阜、西濃、揖斐地域で応募が多く、３地域の借受希望面積は県全体の７７％となっている。 
     ・中山間地域では、恵那地域、下呂地域では比較的応募が多かったものの、総じて応募は少ない。 

＜地域別の応募状況＞ 
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７月 
 

８月 
 

９月 
 
  
  ～  
 
 
   １１月 

１２月 
 

１月 ～ 
 

第１回借受希望者（受け手）の募集 

貸付希望者（出し手）の募集等 受け手リストの作成・公表 

貸付希望農用地のリスト作成 

農用地の借受け（出し手→機構） 
※農用地利用集積計画の作成・公告 

農用地の貸付け（機構→受け手） 
※農用地利用配分計画の作成・公告 

借受け基準、貸付けルー
ルを踏まえ、受け手・出し
手のマッチング・交渉を実
施し、借受け・貸付けを決
定 

農用地の借受け、貸付けは、１２月以降随時実施する。 

各地域の実
情に応じ随
時実施 

借受け・貸付け手続き 

Ⅲ 今後の取組について 

＜借受希望者の追加募集＞ 
９月、１２月に追加募集を実施する。  
   ⇒募集未実施地域を含め、更なる受け手の掘り起こしを目指し、全地域で実施する。 
 
＜出し手の募集と農用地の借受・貸付けの実施＞ 
借受希望の状況を踏まえ、関係機関と連携し、農用地の貸付希望の募集（出し手募集）を実施する。 
   ⇒受け手への次年度耕作に向けた農用地貸付のため、出し手募集は、８～１１月頃にかけ積極的に実施する。 
借受希望者（受け手）の情報と貸付希望（出し手）の情報を借受け・貸付けルールを踏まえマッチングし、機構に
よる農用地の借受け、貸付けを１２～３月頃にかけ随時実施する。 

本年度は９月、１２月に追加募集を実施 

＜今後の事務スケジュール＞ 
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【受け手対策について】 

○中山間地域では、農地の出し手はいても農地を借り受ける担い手が不足して 

 いる。また、法面（畦畔）が大きく、また、農地区画も小さいことから、農 

 地集積が生産性の向上につながりにくく、担い手の規模拡大意欲は低い。 

 

【出し手対策について】 

〇都市近郊の平坦地域においては、農地を資産として保有する意識が根強く、 

 機構へ長期間（概ね１０年）貸し付けることへの抵抗感がある。 

 

【協力金の予算について】 

〇機構集積協力金の交付要件を満たした場合でも、予算が不足し交付できない 

 ことが想定され、農地を貸し付けることへのメリット感が感じられず、農地 

 集積が促進されないことが懸念される。 

事業推進上の課題 

のりめん 

－８－ 
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